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研究成果の概要（和文）：地域間連系線の整備を促進する方式として、商業送電投資について事

例調査を行った結果、従来の規制送電投資に代わる有効な手段となる可能性が明らかになった。

また、地域間連系線に混雑が生じる場合、電力輸送の優先順位に応じた送電料金を適用する「プ

ライオリティ・サービス」によって効率的な電力取引が促進されるだけでなく、長期的に経済

効率上望ましい送電投資が実現できる点が明らかになった。 

 
研究成果の概要（英文）： Merchant investment, which relies on a market mechanism to 

promote electricity interconnectors, turns out to be an efficient way of regulating the 

transmission sector in comparison to the traditional regulated investment.  Priority 

service for interconnector usage can lead to the optimal investment of transmission 

facilities along with the efficient trade of electricity across regions.   
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１．研究開始当初の背景 

（1）電力市場の自由化が進む中で、アメリ
カやイギリス、北欧などの自由化先進国にお
いて大規模な広域停電が発生し、社会経済に
重大な影響を及ぼしている。広域停電を引き
起こす要因の一つとして、従来長期的な計画
に基づいて適切になされてきた送電部門の
設備形成が、自由化された電力市場において
必ずしも十分に行われないことが考えられ
る。 
 

（2）電力市場の自由化がわが国において導
入され、地域間の電力取引の活性化が望まれ
る。電力自由化の最大のメリットは競争を通
じた価格低下による経済効率の向上にある
が、このメリットを享受するためには、社会
的インフラとしての送電設備の増強が不可
欠である。 

 

（3）わが国では、電力供給のコストにおけ
る地域間格差を是正するため、大規模電源の
立地とともに地域間連系線の建設を進めて
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きた。その結果、電力コストの地域間格差が
減少するとともに、電力融通の促進によって
広域にわたる安定的な供給が実現した。しか
し、自由化によって地域間の競争が激化する
と、従来のように電力会社同士が協力して地
域間連系線の整備を進めることが困難にな
る危険性がある。 
 
２．研究の目的 

（1）送電部門においてこれまで採用されて
きた経済的な規制方式との比較を通じて、自
由化された電力市場において地域間連系線
の整備を効果的に促進する規制方式を明ら
かにする。 

 

（2）自由化された電力市場を前提とし、異
なる電力会社を相互に結ぶ地域間連系線の
送電ネットワークが、卸電力取引を通じて経
済効率や環境面に及ぼす影響を定量的に明
らかにする。 

 

３．研究の方法 

（1）新しい規制方式として商業送電投資を
取り上げ、イギリス・オランダ間およびフィ
ンランド・エストニア間の連系線における先
駆的事例について調査を行う。また、従来の
規制送電投資との比較を通じて、商業送電投
資の有効性と問題点を明らかにする。 
 
（2）オランダ・ノルウェー間を結ぶ連系線
を例として、送電設備投資が卸電力市場にお
ける取引を通じて環境面に及ぼす影響を明
らかにする。分析に際して、オランダとノル
ウェーにおける実際の電力取引に関するデ
ータと、欧州連合における環境外部性に関す
る評価データを活用する。 
 

（3）送電設備を効率的に活用する方式とし

て混雑料金を取り上げ、多地域系統を想定し

た送電網モデルをもとに送電設備の利用に

関するシミュレーションを行う。その際、現

行の方式である「N－1基準」との比較を通じ

て、混雑料金をもとに送電設備容量を配分す

る方式の有効性を明らかにする。 

 

（4）混合整数計画法のモデルをもとに、経
済効率の観点から望ましい地域間連系線の
投資水準を明らかにする。その際、電力輸送
の優先順位に応じて送電料金を設定する「プ
ライオリティ・サービス」方式を取り上げ、
送電網における混雑の存在を前提とした分
析を展開する。また、投資コストが地域間連
系線の設備水準に及ぼす影響について明ら
かにする。 
 
４．研究成果 
（1）欧州では、送電網の混雑の緩和を目的

として地域間連系線の整備を進めているが、
設備容量と料金を規制する従来の方策では
連系線の投資が思うように進まない現状が
ある。このため、地域間の電力価格差を利用
した取引から得られる利潤を誘因とし、設備
容量と送電料金を自由に設定できる商業送
電投資が、連系線投資を促進する有効な方策
として注目されている。商業送電投資の動
機・規制の除外・送電権の配分・電力市場に
与える影響等の観点から、イギリスとオラン
ダを結ぶ「BritNed」、および、フィンラン
ドとエストニアを結ぶ「Estlink」の 2 つの
事例を比較するとともに、わが国の地域間連
系線の投資における政策課題を整理した。 

経済的な視点から見た商業送電投資と規

制送電投資との相違は、①評価の観点、②投

資主体、③設備容量・投資時期・料金の設定

における自由度、の3点に要約される。商業

送電投資では、事業主体の利潤の観点から評

価され、送電収入が費用を上回る場合に投資

が実行される。また、事業主体が自由に送電

容量・投資時期・料金水準を決めることがで

きる。このため、事業主体が多様化し、より

柔軟な投資計画が遂行される可能性がある。

その反面、社会的な便益の高い投資計画であ

っても、リスクが大きく短期間の回収が望め

ない場合には送電投資が進まない危険性が

ある。 

 
（2）送電投資の費用便益分析に関する従来
の研究では、価格に及ぼす影響を中心とした
電力市場における経済効率性に焦点が当て
られてきた。しかし、環境に及ぼす影響が著
しく異なる電源を有する地域の間で電力取
引が行われる場合、これらの地域を結ぶ送電
線の容量の増加によって、地域へ及ぼす環境
への影響が大きく変化する可能性がある。た
とえば、石炭火力に依存していた地域が、送
電線を介して他地域から水力発電由来の電
力を購入する場合、石炭の利用を抑制して二
酸化炭素などの汚染物質の排出量を抑制す
ることができる。この場合、送電投資には、
汚染物質の削減を通じた外部不経済の緩和
のメリットがある。 
オランダとノルウェーを結ぶ直流送電線

「NorNed」の事例をもとに、地域間連系線投
資の外部経済性の評価を試みた。具体的には、
NorNedの利用状況、オランダおよびノルウェ
ーの電源の容量・コストなどのデータにもと
づき、両国間の電力取引が環境外部性に及ぼ
す影響を分析した。その際、欧州連合の環境
外部性評価プロジェクト「ExternE」におけ
る、オランダとノルウェーのデータを使用し
て、外部性の金銭的評価を行った。オランダ
とノルウェー間の電力取引が環境外部性に
及ぼす影響を分析した結果、連系線投資によ



 

 

る外部コストの削減は大きく、投資コストの
約 12%に相当することが明らかになった。 

 

（3）わが国では、送電設備を確保し安定供
給を図るため、送電線の１回線事故を想定し
たマージンが考慮されている。マージンを有
効に活用することによって、N－1 基準を満足
し、かつ、経済効率の点で望ましい送電設備
容量の配分が期待される。多地域系統を想定
した送電網のモデルをもとに、送電設備容量
の効率的な配分について分析した。具体的に
は、連系設備の空き容量を入札形式で配分す
る方式を検討し、6 地域･9ノードの送電網の
モデルをもとに、混雑料金による連系線の容
量配分と、現行の連系線容量の配分方式であ
る N－1基準との比較を行った。 
故障の際に、事前に混雑料金を支払った利

用者に連系線の利用を限定する「混雑料金ケ
ース」の場合、ある送電線に 1回線故障が発
生することを条件とした電力取引では、故障
が発生しないケースに比べて純便益と利潤
の合計額が大幅に減少する可能性がある。し
かし、現行方式を想定した「N-1基準ケース」
と比較すると、どの送電線に故障が発生して
も、混雑料金ケースの方が N-1基準ケースよ
りも総余剰が大きく、混雑料金による送電容
量の配分が効率的な連系線の利用を促進す
ることが明らかになった。  

 

（4）混雑した送電網において、電力輸送の

優先順位をもとに送電料金を設定するプラ

イオリティ・サービス方式を導入することに

よって、経済効率の観点から地域間連系線の

効果的な整備が可能になる。最適な送電投資

を導く手法としてプライオリティ・サービス

を取り上げ、その理論的特徴を整理するとと

もに、混合整数計画法による送電投資モデル

を開発し、プライオリティ・サービスのもと

での利用者の選択・事故時の送電容量の割り

当て・送電容量などを分析した。その際、地

域間連系線の利用者が享受する送電サービ

スに対して、利用者が支払う意思のある最大

額に分布を想定し、電力輸送の優先順位に関

する利用者の選択を明示的に分析した。電力

輸送の優先順位に関して 2種類の料金メニュ

ーから構成されるプライオリティ・サービス

を適用することによって、社会全体の総余剰

を最大にする効率的な送電サービスの提供

が可能になるとともに、送電設備の投資が効

果的に行われることが期待される。 

具体例として、送電網の混雑による市場分

断がしばしば発生しているわが国の周波数

変換設備を想定し、仮想的な地域間連系線の

増設について異なる投資コストのもとでの

シミュレーションを行った。分析結果からは、

電力輸送の優先順位にかかわらず均一の送

電料金を適用する場合に比べ、プライオリテ

ィ・サービスの適用によって送電サービスの

利用者が享受する純便益の総額が増加する

点が明らかになった。また、地域間連系線の

投資コストが高い水準にある場合には、送電

サービスに対する支払意思額の低い利用者

が、サービスを受けられない危険性のある点

が明らかになった。 
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